「日本型」福祉国家における産業インフラ投資と本四連絡橋 by 町田 俊彦





目      次 
 
はじめに ····································································· 24 
１ 日本型福祉国家と「公団方式」と公共投資 ··································· 25 
（１） 福祉国家のタイプと「家族依存」 ····································· 25 
（２） 「貿易黒字国」における国際競争力の確保 ····························· 26 
（３） 財政レベルの成長政策・不況対策と公共投資 ··························· 28 
２ 「公団方式」による産業インフラ投資と経済効果 ····························· 30 
（１） 「公団方式」による産業インフラ投資と財政投融資 ····················· 30 
（２） 産業インフラ投資のストック効果と採算性の低下 ······················· 31 
（３） 公団・公社の民営化と後発地域における産業インフラ投資の継続 ········· 33 
３ 「公団方式」による本四連絡橋の整備 ······································· 35 
（１） 「本州四国連絡橋公団」の設立と３連絡橋の逐次着工 ··················· 35 
（２） 出資金への依存度が高い本四連絡橋公団の資金調達 ····················· 37 
（３） 本四連絡橋公団の劣悪な採算性 ······································· 38 
４ 2000 年代における連絡橋財政のフレームワーク再編の動き····················· 39 
（１） 財政投融資改革 ····················································· 39 
（２） 道路特定財源の見直し ··············································· 41 
（３） 道路関係公団の民営化と償還期間の延長 ······························· 43 
５ 本四高速会社の財務と地方財政 ············································· 43 
（１） 通行料金割引による交通通行量の増大 ································· 43 
（２） 安定化した経営状況 ················································· 44 
（３） 出資を続ける地方財政 ··············································· 47 
むすび ······································································· 49 
（１） 本四連絡橋整備が残した財政面での「負の遺産」 ······················· 49 
（２） 民主党政権の財政再建最優先政策 ····································· 50 
（３） 「輸出・投資主導型」成長戦略への回帰と大型プロジェクトの再開 ······· 52 
（４） 産業インフラのストックの保持・活用と「内需創造型」経済 ············· 53 



































































































































となり、2012 年 1 月からの通常国会へ再提出される。1990 年代初めに「環境税」（炭素税）を






























れの国においても公共投資の主たる事業主体は州を含む地方政府であり、2/3 から 3/4 を占め
ている。主要先進国では一般に州・地方政府は均衡予算主義をとっているから、不況期には税
収の減少に対応して伸縮的な公共投資を削減する。中央政府が成長政策あるいは不況対策とし











































































て、1973 年 11 月、全国新幹線鉄道整備法に基づく整備計画が決定され、北海道（青森・札幌）、
東北（盛岡・青森間）、北陸（東京・大阪間）、九州（福岡・鹿児島間）、九州（福岡・長崎間）
の５路線約 1,440 キロメートルの整備新幹線が盛り込まれた。道路では 7,600ｋｍの高速幹線道
路と都市内高速道路の建設を進める。その後、高速道路（高規格幹線網）の整備計画は、第４




















































































－ 34 － 
重要な政策課題となった。 


























































1973 年 10 月、建設・運輸両大臣は工事実施計画を認可、神戸・鳴門ルートと児島・坂出ルー
トは道路・鉄道併用橋、尾道・今治ルートは道路単独橋として着工する３ルート同時着工が内




－ 36 － 
表１ 本四連絡橋の沿革 
年    月 事          項 
1969 年（昭和 44）5 月 新全国総合開発計画（「新全総」）で３ルート決定 
1970 年（昭和 45）7 月 本州四国連絡橋公団設立 
1973 年（昭和 48）10 月 建設大臣・運輸大臣から工事実施計画許可 






1975 年（昭和 50）12 月 大三島橋起工 
1976 年（昭和 51）7 月 大鳴門橋起工 
1977 年（昭和 52）1 月 因島大橋起工 
1977 年（昭和 52）11 月 「三全総」で当面早期完成を図るルートに児島・坂出ルートに決定 
1979 年（昭和 54）5 月 大三島橋供用開始 
1981 年（昭和 56）3 月 伯方・大島大橋供用開始 
1983 年（昭和 58）3 月 「臨調」、本四連絡橋の建設を当面１ルート４橋に限定 
1983 年（昭和 58）12 月 因島大橋供用開始 
1985 年（昭和 60）6 月 大鳴門橋供用開始 
1985 年（昭和 60）7 月 臨時行政改革推進審議会（行革審）、大型プロジェクトについて、国の負担軽
減と民間活力を図るため方策の検討を掲げる 
1985 年（昭和 60）8 月 関係三省庁、明石海峡大橋は道路単独橋にする方針で合意 
1986 年（昭和 61）4 月 明石海峡大橋起工式 
1987 年（昭和 63）6 月 「四全総』で３ルートの 2000 年までの概成を明示、来島大橋、多々羅大橋の
1987 年、1989 年の事業化決定 
1988 年（昭和 63）4 月 児島・坂出ルート供用開始（瀬戸中央自動車道全線開通・瀬戸大橋線開業） 
1988 年（昭和 63）5 月 来島海峡大橋起工式 
1990 年（昭和 63）2 月 多々羅大橋起工式 
1991 年（平成 3）12 月 生口橋供用開始 
1993 年（平成 5）7 月 新尾道大橋起工式 
1998 年（平成 10）4 月 明石海峡大橋供用開始（神戸淡路島鳴門自動車道全線開通） 
1999 年（平成 11）5 月 新尾道大橋・多々羅大橋・来島海峡大橋供用開始（西瀬戸自動車道開通） 
2003 年（平成 15）5 月 本四債務負担軽減特別措置法公付（有利子負債１兆 3400 億円を国に承継） 
2004 年（平成 16）6 月 道路関係４公団民営化関係４法公布 
2005 年（平成 17）10 月 本四連絡高速道路株式会社設立 
出所：本四高速会社総務部広報課「本州四国連絡橋事業の歴史と変遷」、本四高速会社ホーム
ページ資料より作成。 
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の来島海峡大橋と多々羅大橋についても、それぞれ 1987 年と 1989 年の事業化が決定された。























公団 258％、首都高速道路公団 235％、阪神高速道路公団 167％に対して、本四連絡橋公団では
64％にすぎなかった。 
本四連絡橋公団では、道路料金収入で管理費を捻出することはできず、2000年度に 758億円、
2001 年度に 655 億円、2002 年度に 465 億円の当期損失金を出した。採算性を確保しようとすれ
ば、出資金の比率を高めるか、債務を圧縮するしかなかった。本四連絡橋債券と長期借入金を
合わせた債務残高は、2002 年度の 3 兆 802 億円から 2003 年度に２兆 380 億円に約１兆円圧縮
された。それに対応して業務外費用も 2002 年度の 1,087 億円から 2003 年度の 604 億円に減少
し、当期損失の発生を抑止することができた。 
 
表２ 本四連絡橋公団の資金調達－2000 年度－ 
  金額（億円） 構成比（％） 
合    計 4,638 100.0  
外部資金 2,842 61.3  
 財政投融資 1,466 31.6  
  資金運用部資金 1,140 24.6  
  簡保積立金 326 7.0  
 民間資金 1,376 29.7  
  縁故債 931 20.1  
  民間借入金 445 9.6  
自己資金等 1,796 38.7  
 出資金 800 17.2  
  政府（道路特会） 533 11.5  
  自治体 267 5.8  
 その他 996 21.5  
出所：「財政金融統計月報」591 号（2001 年７月） 
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４ 2000 年代における連絡橋財政のフレームワーク再編の動き 
 
（１） 財政投融資改革 





























－ 40 － 
化することになった。 
一方、道路は同じ期間に投融資額は２割強削減されたが、構成比は 11.2％から 21.4％へ急上



















  2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 
政府保証債 2 兆 4,830 億円 2 兆 3,817 億円 1 兆 8,245 億円 2 兆 556 億円 
 (80.3) (81.3) (78.9) (70.6) 
政府保証借入 - - - 2,650 億円 
 （－） （－） （－） (9.1) 
財投機関債 6,100 億円 5,479 億円 5,203 億円 5,899 億円 
 (19.7) (18.7) (22.3) (20.3) 
計 3 兆 930 億円 2 兆 9,296 億円 2 兆 3,348 億円 2 兆 9,105 億円 
 (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 
注：（   ）内は外部資金調達総額に対する比率（％）。 
出所：高速道路機構ホームページ「決算に合わせて開示する高速道路関連情報」 
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財政投融資の財投機関別内訳をみると、財投改革が適用される直前の 2001 年度には道路関係
四公団で１兆 924 億円（うち本四連絡橋公団 1228 億円）支出されていた（表４）。民営化後の
2008 年度には高速道路機構に２兆 3,810 億円と改革前の道路関係４公団向けの 2 倍以上の支出
が行われ、その他に道路５社向けで 2,571 億円（うち本四高速会社はゼロ）が支出された。2010
年代に入ると、高速道路機構向けは 2011 年度の１兆 7,200 億円に縮小したが、改革前の道路関







     億円 
    2001 年度 2008 年度 2011 年度 2012 年度 
総額 325,472(100.0) 138,689(100.0) 149,059(100.0) 176,482(100.0) 
住宅 97,326( 29.9) 8,620(  6.2) 5,776(  3.9) 9,234(  5.2) 




道路 36,327( 11.2) 29,669( 21.4) 22,480( 15.1) 28,130( 15.9) 
日本道路公団 20,340(  8.4) －（－) －（－) －（－) 
首都高速道路公団 4,100(  1.7) －（－) －（－) －（－) 
阪神高速道路公団 3,562(  1.5) －（－) －（－) －（－) 
本州四国連絡橋公団 1,228(  0.5) －（－) －（－) －（－) 
（独）高速道路機構 －（－) 23,810( 17.2) 17,200( 11.5) 22,860( 13.0) 
東日本高速道路（株） －（－) 644(  0.5) －（－) －（－) 
首都高速道路（株） －（－) 185(  0.1) －（－) －（－) 
中日本高速道路（株） －（－) 1,072(  7.7) －（－) －（－) 





阪神高速道路（株） －（－) 76(  0.1) －（－) －（－) 
注；１）財投機関別内訳の 2011 年度は実績見込み、2012 年度は当初計画。 
  ２）；(   )内は一般財政投融資総額からに対する比率（％）。 
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は、使途の多様化によって批判をかわそうとした。使途の多様化に先鞭をつけたのは、本四連
絡橋公団の債務の肩代わりである。2003 年（平成 15）５月に本四債務負担軽減特別措置法公布さ
れ、有利子負債１兆 3,400 億円が国に承継された。2003 年度公共事業予算では、総額 3,500 億円に
ついて、①本四連絡橋公団の債務処理 2,245 億円、②地方への税源移譲 930 億円、③使途の拡大
400 億円が計上された。肩代わりした本四連絡橋公団の債務の返済は民営化後の 2006 年度まで４
年間にわたって行われ、完了した。前述した通り、2003 年度の本四連絡橋公団の債務残高が約
１兆円縮小し、その赤字体質が解消されたのはこれらの措置による。 
 肩代わりした本四連絡橋公団の債務の返済が完了すると、2007 年度予算編成では 5,000 億円弱




金など道路関係予算に 2,878 億円が充てられ、残りの 1,806 億円が一般財源化された。 
 道路特定財源の見直しは 2008 年５月に基本方針が閣議決定され、12 月の政府・与党合意を
踏まえた 2009年度予算で一般財源化として実現した。2008年度には一般財源化への見返りに、




























 一方、基本的枠組みでは、2002 年 12 月の道路関係四公団の民営化に関する政府・与党合意
（本四連絡橋に係る有利子負債のうち約 1.3 兆円を切り離して国の特定財源により早期に処理
するとともに、国および地方による出資の期間を 2022 年度まで 10 年間延長する）を踏まえて、
「本四道路については、2022 年度までの出資により、債務の適切な返済を図るとともに、基本
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は 1988 年の瀬戸大橋の開通によって架橋ブームが招来した。さらに明石大橋（1998 年）、しま











の実験は路線・区間を限定したものであり、全国 37 高速道路の計 1,652ｋｍの区間で行われた
(高速道路機構ホームページ「決算に合わせて開示する高速道路事業関連情報（2010 年度）」。
四国では松山自動車道の２区間、高知自動車道の１区間、計 92ｋｍが対象とされ、本四連絡橋











もかかわらず、高速道路事業の料金収入は 2008 年度の 799 億円から 625 億円へ 23.4％も減少
した（表７参照）。一方、営業費用の 2/3 以上を占める道路資産賃借料も 2009 年度の 537 億円
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表５ 西瀬戸自動車道各橋の年間交通量 
  大三島橋 伯方・大島 多々羅大橋 来島海峡 
   大橋  大橋 
1999 年度 2,471,117  2,708,034 1,982,905 2,628,996  
2000 年度 1,924,176  2,169,441 1,467,785 2,241,587  
2001 年度 1,882,614  2,142,967 1,418,980 2,227,799  
2002 年度 1,818,313  2,101,276 1,372,687 2,127,636  
2003 年度 1,828,377  2,113,458 1,398,078 2,093,735  
2004 年度 1,870,204  2,189,979 1,430,993 2,160,380  
2005 年度 1,899,552  2,221,818 1,453,191 2,183,255  
2006 年度 2,119,486  2,472,982 1,684,734 2,471,140  
2007 年度 2,174,836  2,540,934 1,733,447 2,561,134  
2008 年度 2,257,649  2,604,695 1,827,240 2,685,585  
交通量 
（台） 
2009 年度 3,040,809  3,428,489 2,568,816 3,736,321  
2000 年度 ▵22.1 ▵19.9 ▵26.0 ▵14.7 
2001 年度 ▵2.2 ▵1.2 ▵3.3 ▵0.6 
2002 年度 ▵3.4 ▵1.9 ▵3.3 ▵4.5 
2003 年度 0.6 0.6 1.8 ▵1.6 
2004 年度 2.3 3.6 2.4 3.2 
2005 年度 1.6 1.5 1.6 1.1 
2006 年度 11.6 11.3 15.9 13.2 
2007 年度 2.6 2.7 2.9 3.6 




2009 年度 34.7 31.6 40.6 39.1 
1999 年度 100.0  100.0 100.0 100.0  
2000 年度 77.9  80.1 74.0 85.3  
2001 年度 76.2  79.1 71.6 84.7  
2002 年度 73.6  77.6 69.2 80.9  
2003 年度 74.0  78.0 70.5 79.6  
2004 年度 75.7  80.9 72.2 82.2  
2005 年度 76.9  82.0 73.3 83.0  
2006 年度 85.8  91.3 85.0 94.0  
2007 年度 88.0  93.8 87.4 97.4  




2009 年度 123.1  126.6 129.5 142.1  
出所：愛媛県「主要施策の説明」2009 年度。 
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表６ 本四連絡橋の日平均交通量 
        台/倍 
    日平均交通量 前年度比伸び率 
    2008 年度 2009 年度 2010 年度 2009 年度 2010 年度 
明石海峡大橋 25,154 31,708 32,334 1.26 1.02 神戸淡路島鳴門 
自動車道 大鳴門橋＊ 19,255 23,337 23,569 1.21 1.01 
瀬戸大橋＊ 14,980 20,528 20,718 1.37 1.01 
新尾道大橋 12,765 15,608 15,752 1.22 1.01 
因島大橋 14,237 17,005 17,154 1.19 1.01 
瀬戸中央自動車道
生口橋 9,813 12,367 12,536 1.26 1.01 
多々羅大橋＊ 5,006 7,038 7,037 1.41 1.00 
大三島橋 6,185 8,331 8,362 1.35 1.00 
伯方・大島大橋 7,136 9,393 9,412 1.32 1.00 
西瀬戸自動車道 
来島海峡大橋 7,358 10,236 10,486 1.39 1.02 
本四間県境断面計 39,241 50,903 51,324 1.30 1.01 
注：１）日平均交通量は各年度（４月～３月）の平均値。 




    億円 
    2008 年度 2009 年度 2010 年度 
  計 799 612 625 
高速道路事業 779 591 610 
 うち料金収入 728(736) 535 557 
   道路資産完成高 41 53 51 
   その他の売上高 9＊ 1 1 
営業収益 
（A） 
関連事業 21 21 15 
  計 784 607 621 
高速道路事業 765 587 606 
 うち道路資産賃借料 537 358 366 
   道路資産完成原価 41 53 51 
営業費用 
（B） 
   管理費用 186 175 187 
   計 15 4 4 
(A) － (B) 高速道路事業 13 3 3 
 関連事業 1 1 1 
経常利益 17 5 6 
 1 3 0.1 
 － － 2 
特別利益 
特別損失 
当期純利益 10 3 0.5 
注：2008 年度の「その他の売上高」には、料金割引実験に伴う国からの負担金収入７億円を含ん
でいる。「料金収入」上段の（   ）書きは当該負担金収入を含めた額である。 
出所：『高速道路と自動車』第 53 巻第８号（2010 年８月）、第 54 巻第８号（2011 年８月）。 



























きない。愛媛県の場合、公団民営化の直前の 2004 年度に 31 億 1,450 万円、2005 年度に 26 億 4,800
万円の出資を行い、民営化段階の出資金総額 435 億 9,600 万円に達していた。 
 2005 年 10 月、道路四公団民営化により本四高速会社が設立されると、本四連絡橋公団への
出資金は一部が同社の資本金として出資され、残額は高速道路機構へとして引き継がれた。愛
媛県についてみると、出資金総額 435 億 9,600 万円のうち、本四高速会社出資金とされたのは
２億 9,656 万円（296,557 株）であり、残りの 432 億 9,944 万円は高速道路機構への出資とされ
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た（表８参照）。 
 2009 年度に愛媛県は 53 億 9,700 万円の出資を行っている。一般会計歳出が 2006 年度以降約
6,000 億円で横ばいになっていることを考慮すると、出資金の負担は愛媛県財政にとって軽く
はない。2011 年度一般会計予算では、高速道路機構出資金向けの地方債 52 億 9,700 万円が計
上されている。最大の道路整備事業向けの地方債（188 億 2,000 万円）の 1/3 強の規模である。
2010 年度の出資 800 億円の内訳は、国 533 億円（2/3）、地方 267 億円（1/3）である。地方の
出資額の 10 府県市の分担では、愛媛県と広島県は各 53 億円（分担割合 20％）で最大であり、











2006 年度末 2008 年度末 2009 年度末 
出資金総額 435 億 9,956 万円 488 億 9,300 万円 594 億 8,700 万円 647 億 8,400 万円 
本四高速会社 ２億 9,656 万円 ２億 9,656 万円 ２億 9,656 万円 ２億 9,656 万円 
  (296,557 株） (296,557 株） (296,557 株） (296,557 株） 
高速道路機構 432 億 9,944 万円 485 億 9,644 万円 591 億 9,044 万円 644 億 8,744 万円 
 出所：愛媛県「主要施策の説明」各年度版。 
 
2002 年 12 月の道路関係四公団民営化の基本的枠組みに関する政府・自民党の合意「本四道
路については、2022 年度までの出資により、債務の適切な返済を図るとともに、基本料金の引






国（普通区間）との対比で陸上部は 1.21 倍、一般海峡部は 10.3 倍、明石大橋海峡は 16.4 倍と
















うな体制を目指す方針を明らかにした（「朝日新聞」2012 年２月 18 日付）。債務の返済期間を













橋は整備された。2006 年４月に瀬戸内しまなみ海道が全線開通し、着工から約 30 年費やして
３橋がすべて完工した。 
 「新全総」に盛り込まれた他の大型インフラ投資と同様に、構想から着工までに長期間かか
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ている 2012 年度予算案で公共事業関係費は４兆 9,743 億円計上され、前年度当初比で 8.1％の
減となったが、拡大した「一括交付金」（地域自主戦略交付金、沖縄振興一括交付金）を合わせ
るとほぼ横ばいとなっている。これに東日本大震災特会計上分を合わせると 11.8％増となる。
－ 53 － 
「事業仕分け」方式の限界から既存の事業がスクラップされずに震災復興事業費がビルドされ
ており、「人からコンクリート」への政策転換が示されている。政策転換は大規模プロジェクト




































































動車』第 53 巻第 11 号、2010 年 11 月、36～38 頁。 
町田俊彦「〈新成長戦略〉の構想と現実」『自治総研』2010 年 10 月号、55－76 頁。 
町田俊彦「国民の〈将来不安〉の払拭と内需創造型経済への転換を阻む〈社会保障・税一体改
革〉」『自治総研』2011 年９月号、22－51 頁。 
町田俊彦〈「生活重視型〉予算の放棄、〈人からコンクリートへ〉政策転換」『生活経済政策』182
号（2012 年２月号）。 
町田俊彦『歳入からみる自治体の姿―自治体財政・収入の仕組みと課題―』イマジン出版、2012
年。 
